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オープン・イノベーション活動が企業収益に及ぼす影響に関する実証研究 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 第 2研究グループ 

岩城康史、玉田俊平太 

 

要旨 

本研究では，オープン・イノベーションにおけるインバウンド型とアウトバウンド型という活

動類型の有無が，企業の収益にどのような影響を与えるかを調査した．企業のオープン・イノベ

ーション活動を把握するデータとして，文部科学省 科学技術・学術政策研究所(NISTEP)が実施

した「民間企業の研究活動に関する調査」アンケートの 2008 年から 2018 年の回答を用いた．

分析の結果，インバウンド型オープン・イノベーションは企業の収益に対して有意にプラスの影

響を示したが，アウトバウンド型オープン・イノベーションは企業の収益には影響を与えていな

いことが示された．これは外部の技術を積極的に取り込んで開発を実施するインセンティブが企

業にあるのに対して，自社技術を積極的に外部に提供するインセンティブが無い，もしくは非常

に弱いことを示唆している．すなわち，オープン・イノベーション活動を通じた生産性向上の課

題として，企業が死蔵している技術情報の公開促進などの政策課題があることが示唆される． 

 

Empirical research on the impact of inbound and outbound open innovation 
activities on corporate profits 
2nd Theory-Oriented Research Group, National Institute of Science and Technology Policy 
(NISTEP), MEXT 
IWAKI Yasushi and TAMADA Schumpeter 
ABSTRACT 

In this study, we investigated how the presence or absence of inbound and outbound 
activity types of open innovation affects corporate profits. As data to grasp the open 
innovation activities of companies, we used the answers from 2008 to 2018 of the "Survey on 
Research Activities of Private Companies" conducted by the National Institute of Science and 
Technology Policy (NISTEP) of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology. The analysis showed that inbound open innovation had a significant positive 
effect on corporate profits, but outbound open innovation did not affect corporate profits. This 
suggests that while companies have an incentive to actively incorporate external 
technologies and carry out development, companies have no incentives to actively provide 
their own technologies to the outside, or their incentives are very weak. In other words, it is 
suggested that there are policy issues such as promotion of disclosure of technical 
information of companies to improve productivity through open innovation. 
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オープン・イノベーション活動が企業収益に及ぼす 

影響に関する実証研究 

 

キーワード：資本資産評価, オープン・イノベーション，インバウンド型オープン・イノベーショ

ン，アウトバウンド型オープン・イノベーション 

1. はじめに 

近年，高度な技術を応用したり様々な分野の新技術を組み合わせたりすることによって

開発された新製品や新サービス（以下併せて「新製品」と呼ぶ）によって，我々の生活が

より豊かになっている．高度な技術の応用例としては，SSDをはじめとする半導体データ・

ストレージがあげられる．データ・ストレージで使用されるフラッシュメモリ技術の発展

によりデータ・ストレージは，幅 11mm，長さ 15mm，厚さ 1mm と指先に乗るほどの microSD

カードに 1 テラバイトものデータを保存することが可能となっている．これは 2000 年代

初頭に過半数の企業が保有していた情報系システムのデータベースのサイズをはるかに

超える容量である．2020年代を生きる我々は，ひと昔前なら保存に専用の部屋とマシンが

必要だったデータ量を，あたかも小銭のようにポケットに入れて持ち歩けるようになった

のである． 

一方で，様々な分野の新技術の組み合わせの代表的な例は，iPhoneをはじめとしたスマ

ートフォン(スマホ)であろう．iPhoneは，電話，音楽プレイヤー，インターネット・コミ

ュニケーションデバイスを一体化して開発された．それら以外にもマイク，カメラ，ジャ

イロセンサーなどの様々なセンサー類，これらデバイスを統合する基本ソフト，さらには

自社ならびにサードパーティが開発したアプリケーション・ソフトウェア，それらを販売・

配布するための流通プラットフォームなど，様々な技術を統合することで初めてスマート

フォンという製品が成り立っている． 

これらの多様な技術を 1つの企業で賄うのは，製品開発スピードの面においても開発コ

ストの観点からも賢明とはいえない．たとえば岩城 [2017]は「企業が保有する技術の領域

が多岐に渡る（技術の多角化度が高い）ほど，その企業の価値を毀損する」ことを示して

いる． 

さらに，自社の開発した技術が必ずしも業界トップであるとは限らない．仮に自社に

3,000 人ものエンジニアが居たとしても，当該分野の研究者が世界に 30万人居た場合，社

内で新しいアイデアが一つ生まれる間に，社外では新しいアイデアが 100生まれている計

算になる．ベストな技術が生まれる確率が一定だとすると，自社でベストな技術が生まれ

る確率は 1％にも満たない計算になる．したがって，新製品や新サービスを開発する際に
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は，社内だけではなく社外も含めてベストな技術をサーチし，ためらわずに採用する必要

がある． 

すなわち，高度な技術を応用したり様々な分野の新技術を組み合わせることが必要なタ

イプの製品の開発を行う場合，一企業内で閉じて全ての技術を賄うのではなく，他組織な

どとの連携によって最適な製品開発を効率的に推し進める「オープン・イノベーション」

が経営戦略上重要となってきている．オープン・イノベーションとは，「組織内部のイノ

ベーションを促進するために、意図的かつ積極的に内部と外部の技術やアイデアなどの資

源の流出入を活用し、その結果組織内で創出したイノベーションを組織外に展開する市場

機会を増やすこと」(Chesbrough [2003])である．オープン・イノベーションには，外部組

織との間の技術の売買やライセンシング，共同開発，ベンチャー企業への出資などが含ま

れる．組織間で行き交う技術情報の送り手と受け手の観点から，Gassmann and Enkel 

[2004] は，以下のオープン・イノベーションの３類型を示した．外部から知識・アイデア

を取り込む「インバウンド型」（アウトサイド・イン型），社内の知識・アイデアを外部

に提供する「アウトバウンド型」（インサイド・アウト型），社内・社外の双方向でのや

り取りを行う「カップルド型」の三つである．これを受けて，Chesbrough et al. [2006] 

は，オープン・イノベーションを「知識の流入と流出を自社の目的に適うように利用して

社内イノベーションを加速化するとともに，イノベーションの社外活用を促進する市場を

拡大すること」とも定義し，外部からの知識・アイデアの効率的な活用や，内部の技術・

ノウハウの外部化は，自社のテクノロジーを発展させ，価値を創造することにつながると

している． 

 

本研究では，オープン・イノベーションにおける，インバウンド型の活動とアウトバウ

ンド型の活動が企業の収益にどのような影響を与えるかを定量的に明らかにすることを

目的とする．企業のオープン・イノベーション活動を把握するデータとして，文部科学省 

科学技術・学術政策研究所(NISTEP)が実施した「民間企業の研究活動に関する調査」アン

ケートの 2008年から 2018年の回答を用いた．分析を行なった結果，インバウンド型オー

プン・イノベーションにおいては企業の収益に対して有意にプラスの影響を示したが，ア

ウトバウンド型オープン・イノベーションの企業収益への影響は有意ではなかった．これ

は，外部の技術を積極的に取り込んで研究開発を実施するインバウンド型は企業にインセ

ンティブがあるのに対して，自社技術を外部に提供するアウトバウンド型のオープンイノ

ベーションはインセンティブが無い，もしくは非常に弱いことが示された． 

なお，このようなオープン・イノベーションの類型に伴う，企業パフォーマンスの影響

に関する定量的な研究は，筆者が調べた限り日本では見られなかった． 

 

本論文の構成は，以下の通りである．続く 2 章では，オープン・イノベーションに関す
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る既存の研究を振り返り，インバウンド型及びアウトバウンド型のそれぞれにおいて，イ

ノベーションの効率性や企業の収益性について考察するとともに，分析モデルの問題点を

検討する．3章では，使用するデータの解説をする．4章では，R&Dと企業収益との関係を

分析した先行研究を参照しながら，2 章で示した既存研究の問題点を修正した分析モデル

を検討する．5章では，分析に使用するデータセットの基本統計量を示す．6章では，修正

したモデルを使用して分析を行い，7章で，6章で示された結果について考察する．最後に

8章で，本研究の限界と今後の課題について述べる． 

 

2. 先行研究 

Gassmann and Enkel [2004]によるオープン・イノベーションの 3つの類型それぞれの

活動による企業パフォーマンスへの影響を分析する研究は海外においては進んでおり，研

究内容は大きく 2 つに分けられる．1 つはイノベーション活動の効率性への影響を評価す

る研究であり，もう 1つは企業収益への影響を評価するそれである． 

Mazzola et al. [2012] は両方の分析を行なっている．イノベーションの効率性におけ

る影響に関しては，各年に発表される新製品の数を被説明変数としてポアソン回帰分析

(poison regression)を行なっている．説明変数には，インバウンドの項目として，サプラ

イヤーとの協業数(Supp Coll),大学との共同研究数(Univ Coll)，公的機関・非営利機関と

の協業数(Govern Coll)，国からの公的資金の支援による共同研究数(Pub Fund)，企業が購

入あるいは使用した外部組織が保有する IP 数(In-licens)，企業が実施した買収数

(Acquis)がある．アウトバウンドの項目には，企業が他組織に売却した特許権や著作権の

数(Out-licens)，企業が売却した部門や製造ラインの数(Divest)，企業が取り交わした商

業化協定や販売店契約の数(Ext Comm)がある．カップルドの項目には，外部組織や大学と

共同開発した特許の数(Co-patents)，R&D アライアンスや R&D ジョイント・ベンチャーの

数(R&D All)，製造アライアンスや共同製造を目的としたジョイント・ベンチャーの数(Mft 

All)である．さらに，コントロール変数として，企業年齢(Age)，規模(Size)，特許数

(Patent)，海外志向(New Mkts),総売り上げに対する海外での売り上げ比率(Glob)，R&D 費

の伸び率(R&D Exp)を用いている．分析の結果，インバウンド関連では Supp Coll(+)と

Govern Coll(+)，Acquis(-)，アウトバウンド関連では Out-licens(+)，カップルド関連で

は Co-patents(+)と Mft All(-)がイノベーションの効率性に関連していた 1． 

一方，企業収益性への影響については，被説明変数として営業収益を用い，説明変数に

は上記と同じものを用いて，最小二乗法(OLS)による回帰分析を実施した．分析の結果，イ

ンバウンド関連では Acquis(+)，アウトバウンド関連では Out-licens(-)と Ext Comm(+)，

カップルド関連では Co-patents(+)と Mft All(-)が企業収益に影響していた． 

 
1
 (+)は正に有意であり，(-)は負に有意であることを表す． 
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しかしながら，Mazzola et al. [2012]における R&D費の扱い方に疑問が残る．R&D費の

影響を単年度分しか捉えていないからである．研究開発プロジェクトの中には単年度内で

R&Dの成果が出て収益につながるものもあるだろうが，多くの場合は複数年度にわたる R&D

投資の積み上げによって漸く製品化・収益化に結びつくであろう．さらにはその収益も複

数年にわたるであろう．すなわち，先行研究においては R&D費を過小評価している可能性

がある．ここでは R&D 費はコントロール変数として用いられているが，R&D 費を正当に評

価していなければ，分析結果に影響を及ぼす可能性がある．また，同様の例が他の先行研

究にも見られる．例えば，Belderbos et al. [2006]，Lichtenthaler [2009]，Hwang and 

Lee [2010]，Lin and Wu [2010]などは，単年度の R&D Intensity (= R&D / Sales)でコン

トロールしている． 

一方で，Lev and Sougiannis [1996]は，過去数年間の R&D費の累積を R&D資産（ストッ

ク）として，将来収益との関連を分析している．Lev and Sougiannis [1996]は，まず，収

益は有形資産と無形資産を入力とする関数関係にあるとしている(式(1))．そして，R&Dと

して当年度及び過去 k 年間の R&D 費に係数αを乗じて積算したストックと捉えて(式(2))，
有形資産と R&Dストック，その他の無形資産を入力とする関数を想定する(式(3))． 

 

𝐸𝐸𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝑔𝑔�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖,𝑡𝑡 , 𝐼𝐼𝐼𝐼𝑖𝑖,𝑡𝑡� (1) 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑖𝑖,𝑡𝑡 = �𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡−𝑘𝑘
𝑘𝑘

(2) 

𝐸𝐸𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝑔𝑔�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖,𝑡𝑡  ,�𝛼𝛼𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑅𝑅𝑅𝑅𝑖𝑖,𝑡𝑡−𝑘𝑘 ,𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑘𝑘

� (3) 

ただし，𝐸𝐸𝑖𝑖,𝑡𝑡:i 社 t 年度の収益，𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖,𝑡𝑡:i 社 t 年度の有形資産，𝐼𝐼𝐼𝐼𝑖𝑖,𝑡𝑡:i 社 t 年度の無形資産，𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑖𝑖,𝑡𝑡:i 社 t 年

度の R&D 資産，𝑅𝑅𝑅𝑅𝑖𝑖,𝑡𝑡:i 社 t 年度の R&D 費，𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑖𝑖,𝑡𝑡:i 社 t 年度の R&D 資産を除く無形資産である． 

 

よって，Lev and Sougiannis [1996]は，これより式(4)の回帰モデルを推定した． 

 

(𝑂𝑂𝑂𝑂 𝑆𝑆⁄ )𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝛼𝛼0 + 𝛼𝛼1(𝑇𝑇𝑇𝑇 𝑆𝑆⁄ )𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 + �𝛼𝛼2,𝑘𝑘(𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑆𝑆⁄ )𝑡𝑡−𝑘𝑘
𝑘𝑘

+ 𝛼𝛼3(𝐴𝐴𝐴𝐴 𝑆𝑆⁄ )𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡 (4) 

ただし，𝑂𝑂𝑂𝑂𝑖𝑖,𝑡𝑡：i 社 t 年度の営業利益，𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑡𝑡：i 社 t 年度の売上，𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖,𝑡𝑡：i 社 t 年度期首の有形資産，𝑅𝑅𝑅𝑅𝑖𝑖,𝑡𝑡：i 社

t 年度の R&D 費，𝐴𝐴𝐴𝐴𝑖𝑖,𝑡𝑡：i 社 t 年度の広告宣伝費である． 

 

COMPUSTATの 1975年から 1991年のデータを用いて，式(4)の回帰モデルでアーモン・ラ

グ推定を実施したところ，化学医薬品産業で 9年，機械・コンピュータハードウェア産業

で 7年，電機・電子産業で 8年，輸送機器産業で 7年，科学機器産業で 5年，その他研究

開発集約型産業で 6年と，それぞれのタイムラグのあとで R&D 投資が収益につながるとこ

とが示された． 
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国内においても，加藤 [2002], 久田 [2006], 榊原他 [2006], 劉 [2002], 岡田 [2011]

などがこれに倣っており，数字に幾分のばらつきがあるが，概ね 4〜10年のタイムラグで

R&D 投資が収益につながるといった結果が出ている．すなわち，単年度の R&D 費だけで分

析すると R&D費の収益への影響を過小評価する事が示唆される． 

 

3. データ 

3.1. データセット 

本研究では，文部科学省 科学技術・学術政策研究所（NISTEP）が実施した「民間企業の

研究活動に関する調査 2」に対する回答データを使用する．この調査は，民間企業の研究開

発活動に関する基礎データを収集し，科学技術政策の立案・推進に資することを目的とし

たものである．調査対象は，総務省「科学技術研究調査」に対して社内で研究開発を実施

していると回答した企業のうち，資本金 1億円以上の企業としている．本研究においては，

2008 年度から 2018年度までの 11年間のデータを使用した． 

その他，企業の財務データとして日経 Needs Financial Questのものを使用し，社名よ

り NISTEP のデータと名寄せを行なった．よって，対象企業は資本金 1 億円以上の株式公

開企業となる． 

 

3.2. データ定義 

企業のオープン・イノベーションにおけるインバウンド型活動及びアウトバウンド型活

動を示すデータは，NISTEPのデータを用いる．インバウンド型活動を示すデータ項目とし

ては，外部支出研究開発費国内（全社），外部支出研究開発費国内（主要業種のみ），外

部支出研究開発費海外（全社），外部支出研究開発費海外（主要業種のみ），ライセンス・

インが該当する．アウトバウンド型活動を示すデータ項目としては，受け入れ研究費（全

社），受け入れ研究費（主要業務のみ），ライセンス・アウトが該当する． 

当初のリサーチデザインでは，これらのデータを金額ベースで分析を行うものとしたが，

これら金額と将来収益との間に統計的関連は見出す事ができなかった．そのため，インバ

ウンド型オープンイノベーション活動やアウトバウンド型オープンイノベーション活動

の有無が将来収益に影響を及ぼすかどうかについて分析することとした．すなわち，イン

バウンドダミーとアウトバウンドダミーを定義して分析モデルの説明変数とすることと

した．よって，インバウンドダミーは上に挙げたインバウンド関連項目のうち少なくとも

1 つが 0 でない場合 1 とした．同様に，アウトバウンドダミーはアウトバウンド関連項目

 
2
 https://www.nistep.go.jp/research/rd-and-innovation/surveys-on-rd-activities-by-private-corporations （2022 年

3 月 20 日アクセス） 

https://www.nistep.go.jp/research/rd-and-innovation/surveys-on-rd-activities-by-private-corporations
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のうち少なくとも 1つが 0でない場合を 1とした 3． 

 

4. 方法論 

4.1. 分析モデル 

企業のオープン・イノベーションにおけるアウトバウンド型の活動とインバウンド型の

活動それぞれにおける将来収益の因果関係を分析した先行研究の多くは，R&D における支

出を単年度のフローのみで捉えてその関係性を分析するものである．しかしながら R&D 活

動から新技術の開発，新製品の完成から収益につながるまでにはタイムラグがあり，タイ

ムラグを想定しない分析の結果は実態とは乖離している可能性がある．本研究においては，

R&D 費と将来収益との関係性を分析するモデルとして，多くの先行研究において踏襲され

ている，Lev and Sougiannis [1996]のモデルを使用する． 

本研究では，Lev and Sougiannis [1996]のモデル(式(4))に対して，説明変数にインバ

ウンド・ダミーとアウトバウンド・ダミーを追加して，オープン・イノベーションにおけ

るインバウンド型活動，並びにアウトバウンド型活動が企業の収益にどのような影響をあ

るかを観測する(式(5))． 

 

(𝑂𝑂𝑂𝑂 𝑆𝑆⁄ )𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1 𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜_𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝛽𝛽2 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖_𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝛽𝛽3(𝑇𝑇𝑇𝑇 𝑆𝑆⁄ )𝑖𝑖,𝑡𝑡−1
+�𝛽𝛽4,𝑚𝑚(𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑆𝑆⁄ )𝑡𝑡−𝑚𝑚

𝑚𝑚

+ 𝛽𝛽5(𝐴𝐴𝐴𝐴 𝑆𝑆⁄ )𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡 (5) 

 

4.2. アーモン・ラグ推定 

式(5)のモデルを用いて分析するにあたっては，Lev and Sougiannis [1996]などの先行

研究に倣いアーモン・ラグによる多項式ラグモデル(Almon Lag Model)に基づく回帰分析

を行う．この統計手法は国内の先行研究においても多く使用されている手法である．アー

モン・ラグ推定を用いることにより，偏回帰係数を低次の多項式に近似することで回帰モ

デルの多重共線性の問題を回避する事が期待できる． 

 

5. 記述統計量 

図表 1 にサンプル企業の主要業種一覧とサンプル企業数を示す．概ね全ての業種にわた

 
3
 本来なら各データ項目に対するダミー変数を定義すべきであるが，これらの項目の中にはアンケート開始年度には

含まれておらず，回数を重ねる毎に項目が追加されてきた経緯があり，各項目を単独で検討する事が困難であった．

本研究においては検討を単純化するために，このような分析モデルとした． 
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ってデータが網羅されている．なお，最も多い業種は，建設業と生産用機械器具製造業で

58 社で，次いで食料品製造業の 42社となっている． 

図表 1に記述統計量を示す．なお，表中の変数はそれぞれ OI_S = Operating Income / 

Sales, TA_S = Tangible Assets / Sale, RD_S = R&D / Sales, AD_S = Advertising / 

Sales である． 

図表 3と図表 4は，インバウンドダミー及びアウトバウンドダミー，年次ダミーの頻度

を示している．11年間のインバウンド型活動の実績が約 6割を占めているのに対して，ア

ウトバウンドは 35%に止まっている． 

図表 5に各変数の相関行列を示す．RD_S,RD_S1,RD_S2,...RD_S7はそれぞれ RD_S の当年

度，前年度，2年前，...7年前の値を示している．これらは互いに高い相関係数を示して

いる．これは，単純に OLSによる回帰を行なった場合に多重共線性を起こす可能性があり，

前節で述べた通りアーモン・ラグによる多項式ラグモデル(Almon Lag Model)に基づく回

帰分析の必要性を示している． 

 

図表 1 主要業種と企業数 
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図表 2 記述統計量 

 

ただし，OI_S = Operating Income / Sales, TA_S = Tangible Assets / Sale, RD_S = R&D / Sales,  

AD_S = Advertising / Sales である． 

 

図表 3 インバウンドダミーとアウトバウンドダミー 

 

 

図表 4 年次ダミー 
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図表 5 相関行列 

 

RD_S,RD_S1,RD_S2,...RD_S7 はそれぞれ RD_S の当年度，前年度，2 年前，...7 年前の値を示している. 

 

6. 実証結果 

図表 6 はアーモン・ラグ推定による回帰分析を実施した結果である．アーモン・ラグ推

定にあたり多項式の次数 s=3とし，ラグタイム mを 4から 7としてそれぞれについて回帰

分析を実施した 4．また，年ダミーyear_dummy及び業種ダミーindustry_dummyで年次の景

気変動などの違いや業種の違いによる収益への影響をコントロールしている． 

まず，inbound_dummy についてはラグ期間 m=4 の場合を除いて，係数は有意な正の値を

示している．これは，オープン・イノベーションにおけるインバウンド型の活動が企業の

収益性の向上に寄与することを示している．一方で，outbound_dummyの係数は有意ではな

く，アウトバウンド型の活動はサンプル企業においては収益性に対する寄与は見られない． 

図表 6 中の𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑇𝑇𝑇𝑇_𝑆𝑆, 1)及び 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝐴𝐴𝐴𝐴_𝑆𝑆, 1)は，それぞれ前年度の有形固定資産／売上高 

及び 広告宣伝費／売上高を示す．これらは，概ね正に有意であることが示され，Lev and 

Sougiannis [1996]の前提である式(1)の正当性を示唆するものである． 

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(⋅)の第 1引数はアーモン・ラグ推定により次数を圧縮する対象データを示し，𝑚𝑚は

ラグタイム（年），𝑠𝑠は圧縮した多項式の次数である（𝑠𝑠 = 3とした）．𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(RD_S, m, s)0は，

当年度の RD_S(R&D 費／売上高)を示し，𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(RD_S, m, s)1, 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(RD_S, m, s)2, ...  
𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(RD_S, m, s)7は，それぞれ 1 年前，2 年前，... 7 年前の RD_S を示す．これらは，概

ね統計的に有意な結果は得られていないが，ラグタイム𝑚𝑚 = 5及び𝑚𝑚 = 6の時に 4 年後で，

𝑚𝑚 = 7の時に 5 年後で有意な正の値を示している．これは R&D 投資が収益に結びつくのに

4〜5年のタイムラグがあることを示しており，ラグタイムに若干の前後する場合があるも

のの国内の先行研究の結果と概ね整合的である． 

 
4
 ただし，ラグタイムの端点制約は課していない． 
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∑𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑅𝑅𝐷𝐷𝑆𝑆,𝑚𝑚)は，𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(RD_S, m, s)0から𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(RD_S, m, s)𝑚𝑚までの合計である．これは，

単年度の R&D投資が当年度から将来にわたって得られる収益の合計を示す．概ね正数を示

しているが有意な値を示していない．少なくともサンプル企業となった資本金 1億円以上

の大企業においては，R&D 投資が収益性の向上に対する貢献が小さいことを示している．

これは，R&D の困難さや不確実性を示したものといえる．欧米各国や中国，韓国における

R&D 費の総計がリーマンショック以降も着実に伸びているのに対して日本の R&D 費はほぼ

横ばいであるのは 5，日本企業が，投下した R&D 費に見合う程の新たなプロダクトやビジ

ネスプロセスのイノベーションを起こせておらず，収益が伸び悩んだ結果 R&D 効率が低迷

していることが要因の 1つではないかと推察される． 

 

図表 6 アーモン・ラグ推定の結果 

 

***は 1%水準で，**は 5%水準で，*は 10%水準でそれぞれ有意であることを示す． 

括弧内の数値は標準誤差である． 

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(⋅)の第 2 引数の 1 は，第 1 引数の前年度のデータであることを示す．すなわち，𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑇𝑇𝑇𝑇_𝑆𝑆, 1)及び 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝐴𝐴𝐴𝐴_𝑆𝑆, 1)は，それぞれ前年度の tangible assets / sales 及び advertising / sales を示す． 

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(⋅)の第 1 引数はアーモン・ラグ推定により次数を圧縮する対象データを示し，𝑚𝑚はラグタイム（年），𝑠𝑠は
圧縮した多項式の次数である．多項式の次数𝑠𝑠 = 3とした（ただし，ライムラグの端点制約は課していない）． 

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑅𝑅𝑅𝑅_𝑆𝑆,𝑚𝑚, 𝑠𝑠)0は当年度の RD_S (R&D / sales)を示し，𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(R𝐷𝐷_𝑆𝑆,𝑚𝑚, 𝑠𝑠)1, 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑅𝑅𝑅𝑅_𝑆𝑆,𝑚𝑚, 𝑠𝑠)2, ... 

 
5
 「科学技術指標 2019」，文部科学省 科学技術・学術政策研究所(NISTEP), 

https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2019/RM283_00.html （2022 年 3 月 3 日アクセス) 

https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2019/RM283_00.html
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𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑅𝑅𝑅𝑅_𝑆𝑆,𝑚𝑚, 𝑠𝑠)7は，それぞれ 1 年前，2 年前，... 7 年前の RD_S を示す． 

∑𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑅𝑅𝑅𝑅_𝑆𝑆,𝑚𝑚, 𝑠𝑠)は𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑅𝑅𝑅𝑅_𝑆𝑆,𝑚𝑚, 𝑠𝑠)0から𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑅𝑅𝑅𝑅_𝑆𝑆,𝑚𝑚, 𝑠𝑠)𝑚𝑚までの合計である． 

 

7. 考察 

本研究では，オープン・イノベーション活動の 3つの類型の内 2つ（インバウンド型オ

ープン・イノベーション及びアウトバウンド型オープン・イノベーション）に着目して，

企業におけるそれぞれの活動が企業の収益にどのような影響を及ぼすかについて分析し

た．この結果，インバウンド型オープン・イノベーションの活動が企業の収益性の向上に

資することが示された．インバウンド型オープン・イノベーションは，必要な技術を全て

自社内の研究開発で賄うのではなく，社外の技術も活用して新製品開発を効率的に行うこ

とであり，オープン・イノベーションの本質であるといえる．インバウンド型活動が収益

性の向上につながっているということは，少なくともサンプル企業である資本金 1億円以

上の大企業において，インバウンド型オープン・イノベーションが有効な経営手法である

と言えるだろう． 

一方で，アウトバウンド型活動については，有意な収益性向上を見ることはできなかっ

た．自社の技術をアウトバウンドする際の見返りは，受け取り研究開発費であったりライ

センス費であったりと営業収益とは異なる収入項目である 6ため，自社技術をアウトバウ

ンドすることが，企業の営業収益の向上という結果にはつながっていないと考えられる． 

オープン・イノベーションにおいては，技術をアウトバウンドする側とインバウンドす

る側の両方がいないと技術の流通が成立せず，オープン・イノベーションの全体スキーム

が機能しない．そのためには，インバウンド側・アウトバウンド側の双方が Win-Win の関

係になることが理想である．しかし，今回のサンプル企業においては，インバウンド側に

のみ営業収益の向上が見られた．もちろん，アウトバウンド側にとっては，有効利用され

ていない「死蔵」された技術を他社で有効利用してもらうことにより，直接，営業収益に

はつながらなくても研究開発費やライセンス費の名目での収入を得ることが可能である． 

オープン・イノベーションのスキームが経済全体として一層機能するためには，技術情

報の流通が円滑に行われ，需給がバランスする必要がある．そのためにはアウトバウンド

側からの技術情報の提供が重要と考えられるが，本研究の結果は，特許制度による強制的

な情報公開を除くと，アウトバウンド側の自社技術公開のインセンティブが乏しいい実態

を示唆している．事実，筆者の一人がオープンイノベーションを製品開発に活用している

ことで世界的に著名なＰ＆Ｇのオープンイノベーションオフィサーにインタビューした

ところ「以前は自社技術を公開するアウトバウンド活動もしていたが，近年ではインバウ

 
6
 研究開発の成果である技術そのものを商品とする企業の場合はこの限りではない．図表 1 の「学術・開発研究機関」

６社がそれに該当するであろう． 
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ンド活動しか行っていない」と述べていた.その結果として，図表 3が示すように，サンプ

ル企業におけるインバウンド活動を行っている企業が全体の約 6 割にのぼるのに対して，

アウトバウンド活動を行っている企業の比率が 3割半ば程度にとどまっているのではない

だろうか． 

今後，オープン・イノベーション活動を通じた生産性向上の課題として，大学や公的研

究機関などの知の創造を行っているアウトバンド候補機関における研究開発成果の一層

わかりやすい情報公開の促進や，企業が死蔵している技術情報の公開促進，インバウンド

側企業とアウトバウンド側企業のマッチング機会を促進する仕組みづくり，オープンイノ

ベーションを行う企業への税制優遇措置などの政策課題があることが示唆される． 

 

8. 本研究の限界と今後の課題 

本研究では，文部科学省 科学技術・学術政策研究所（NISTEP）が実施した「民間企業の

研究活動に関する調査」におけるアンケートデータを使用した．この調査は 2008 年度から

行われており，本研究では 2018 年度までの 11 年間のデータを使用した．しかしながら，

時系列分析をするにおいては，11年は非常に短いと言え，アーモン・ラグ推定におけるラ

グタイムを長く指定することができなかった．これが本研究における大きな限界である．

また，このアンケートそのものはパネル分析を目的としていないこともあり，調査開始当

初から各年度共通のデータ項目に変動が見受けられる．しかし，年を追うごとに共通項目

が整備されており，本研究では断念したリサーチデザインが，5年後 10年後には可能にな

ることが期待される．同調査を今後も継続していくことが重要であると考えられる． 
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